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(57)【要約】
【課題】構造強度と共に導熱効率を向上した放熱モジュ
ール。
【解決手段】導熱管３０、放熱基台４０及び放熱フィン
片組２０から構成し、該導熱管は、伝導部３０１及び放
熱部３０２を具え、該伝導部は該放熱基台に密着し、前
述放熱部は前述放熱フィン片組に挿通して配置する。該
基台は両支持腕４１０を具え、その延長端４１１を該放
熱フィン片組底部に当設して支持強度を補強すると共に
該延長端を介して放熱基台から熱を伝導して放熱効果を
向上する。
【選択図】図２
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【実用新案登録請求の範囲】
【請求項１】
放熱フィン片組、導熱管及び放熱基台から構成した放熱モジュールにおいて、
　該導熱管は、伝導部及び放熱部を具え、該放熱部は該放熱フィン片組に挿通して固定し
、該伝導部は該放熱基台に密着して配置し、該基台延長端を具える両支持腕によって該放
熱フィン片組に当設して支持すると共に基台からの熱を伝導することを特徴とする放熱モ
ジュールユニット。
【請求項２】
　前記支持腕は、該放熱基台に形成して該放熱フィン片組の一側に相対することを特徴と
する請求項１記載の放熱モジュールユニット。
【請求項３】
　前記放熱基台は、放熱器を設置したことを特徴とする請求項１記載の放熱モジュールユ
ニット。
【請求項４】
　前記放熱フィン片組の底部は、前述放熱基台に相対し、該支持腕の延長端は該放熱フィ
ン片組底部へ当設することを特徴とする請求項１もしくは２もしくは３記載の放熱モジュ
ールユニット。
【考案の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本考案は、放熱モジュール構造に関するもので、特に放熱モジュール構造強度の向上、
及び熱伝導面積の増加を達成した放熱モジュールユニットに係わる。
【背景技術】
【０００２】
　近年、電子情報科学技術の飛躍的な進歩により、電子製品(例：コンピュータ、ノート
型パソコン)の使用は益々増え、且つ広く応用されている。また電子製品において、コン
ピュータを例に挙げると、コンピュータの中央処理装置の演算処理速度の向上と共に、ア
クセス容量増加により、中央処理装置の発熱量も共に増加している。
【０００３】
　中央処理装置過熱により、コンピュータ装置が暫時的もしくは永久的に失効することを
防止するため、コンピュータ装置は十分な放熱効果によって中央処理装置を正常に駆動し
、中央処理装置の高速運転時に発生する熱エネルギーを放出して中央処理装置が高速動作
時でも正常な状態を維持するため、公知技術は放熱モジュールを直接中央処理装置(Cente
r Processor Unit，CPU)上に配置し、中央処理装置が発する熱エネルギーを放熱モジュー
ルによって迅速に外界へ排出している。
【０００４】
   図１に示すとおり、公知の放熱モジュール構造は、放熱フィン片組１１０、導熱管１
２０、固定部１３０及び放熱基台１４０から構成する。前述導熱管１２０は、伝導部１２
２及び放熱部１２３を具え、前述放熱フィン片組１１０は前述の導熱管１２０の放熱部１
２３に被せ、前述伝導部１２２は該放熱基台１４０と該固定部１３０間に挿入し、且つ該
放熱基台１４０の底面は、中央処理装置(図未提示)に相対する表面に密着して配置する。
【０００５】
　前述中央処理装置が熱エネルギーを発生すると、前述放熱基台１４０によって発生した
熱エネルギーを該導熱管１２０の伝導部１２２へ伝え、該伝導部１２２は熱エネルギーを
該放熱部１２３へ伝え、前述放熱部１２３は熱エネルギーを該放熱フィン片組１１０へ伝
える。前述放熱フィン片組１１０は、熱エネルギーを放射方式によって外へ拡散して放熱
する。しかしながら、該導熱管１２０は熱エネルギーを伝導するだけで、熱エネルギーを
即座に前述放熱フィン片組１１０へ伝えることができず、また前述伝導部１２２は一部が
はんだペーストを塗布するか、もしくは点はんだ方式で前述固定部１３０及び放熱基台１
４０と固定するだけである。そのため、前述放熱モジュール構造は運送中に揺れや振動に



(3) JP 3146514 U 2008.11.20

10

20

30

40

50

よって導熱管が湾曲しやすく、最悪の場合は放熱モジュール構造全体が壊れてしまう。
【特許文献１】特開平１１－２７４３８３号公報
【考案の開示】
【考案が解決しようとする課題】
【０００６】
　　解決しようとする問題点は、構造全体の強度が低く、熱伝導効率も悪いため、放熱效
果が悪くなる点である。拠って上述の公知の問題と欠点を解決することを本考案の課題と
する。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　本考案は、少なくとも導熱管、放熱基台及び放熱フィン片組からなる。そのうち、該導
熱管は伝導部及び放熱部を具え、前述伝導部は該放熱基台に接触し、前述放熱部は前述放
熱フィン片組に挿入する。更に該基座は少なくとも両支持腕を具え、各該支持腕は延長端
を具え該放熱フィン片組向きに伸び、前述放熱フィン片組の側表面に当たる。前述該等支
持腕の延長端によって放熱モジュールの全体構造強度を高めるだけでなく、更に熱伝導の
面積を増やし、放熱モジュールに良好な構造強度及び放熱効率を具えることを最も主要な
特徴とする。
【考案の効果】
【０００８】
　本考案の放熱モジュール構造を強化するユニットは、構造強度が向上して導熱効率が向
上し、放熱効果を向上するという効果を具える。
【考案を実施するための最良の形態】
【０００９】
    上述の問題を改善するため、放熱モジュール構造を強化するユニットを提供すること
を本考案の主な目的とする。
【００１０】
    放熱モジュールの熱伝導効果を高める放熱モジュール構造ユニットを提供することを
本考案の次の目的とする。
【００１１】
   上述の目的を達成するため、本考案の目的は、放熱モジュール構造を供するユニット
であり、放熱フィン片組、少なくとも導熱管及び放熱基台から構成する。前述導熱管は伝
導部及び放熱部を具え、前述放熱部は該放熱フィン片組に挿入する。前述伝導部は前述放
熱基台に接触し、且つ該基座は少なくとも両支持腕を具え、各該支持腕は延長端を具えて
該放熱フィン片組の底部に向けて伸びて接続する。前述該等支持腕の延長端によって放熱
モジュールの全体構造強度を高める他に、導熱面積を増やし、更に放熱モジュール構造の
放熱效果を高める。
(実施方式)
【００１２】
本考案の上述の目的及びその構造と機能上の特性を、図と共に最良実施例を挙げて説明す
る。
【００１３】
　図２、図３、図４に示すのは、本考案の放熱モジュール構造を強化したユニットであり
、本考案の一実施例において、放熱フィン片組２０、少なくとも一導熱管３０及び一放熱
基台４０からなる。前述放熱フィン片組２０は、複数の放熱フィン片２０１を重畳して構
成し、且つ各放熱フィン片２０１は、該導熱管３０を挿入する開孔２０２を具える。
【００１４】
　前述導熱管３０は、伝導部３０１及び放熱部３０２を具え、該放熱部３０２は前述の放
熱フィン片組２０の各放熱フィン片２０１に差し込み、該伝導部３０１は該放熱基台４０
に密着する。
【００１５】
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　前述の該放熱基台４０は、支持腕４１０及び二つの凹孔（もしくは凹溝）４２０を具え
、複数の該凹孔４２０は、該伝導部３０１を嵌合配置するのに用いる。前述支持腕４１０
は、該放熱基台４０に形成して該放熱フィン片組２０の各側に相対する。
【００１６】
　上述の各該支持腕４１０は、延長端４１１を具え、該放熱フィン片組２０に向けて延長
されてこれを支持する。言い換えると、前述支持腕４１０の延長端４１１は、前述放熱フ
ィン片組２０箇所に向かって延長されて該放熱フィン片組２０底部に当設し、更に放熱モ
ジュールの構造強度を大幅に向上すると共に前述支持腕４１０を介して熱エネルギーを前
述放熱フィン片組２０へ伝導して前述放熱基台４０の熱伝效率を向上させる。
【００１７】
　別に前述放熱基台４０の該放熱フィン片組２０とは反対側面には発熱ユニット(図未提
示)を密着して配置する。これら前述発熱ユニットは、例として中央処理装置(Center Pro
cessor Unit，CPU)とする。
【００１８】
　該発熱ユニットが熱を発生すると、該放熱基台４０は、熱を該導熱管３０の伝導部３０
１へ伝導し、さらに前述支持腕４１０の延長端４１１を通して熱を前述放熱フィン片組２
０へ伝える。前述導熱管３０の伝導部３０１は熱を該放熱部３０２へ伝え、次に該放熱部
３０２を経て熱を前述放熱フィン片組２０へ伝導する。前述延長端４１１は一部の熱を前
述放熱フィン片組２０へ伝導するだけでなく、別に放熱モジュールの全体構造強度を大幅
に高めるため、熱伝導効率及び構造強度を有効に高める。
【００１９】
　図４に示すとおり、前述放熱基台４０は、放熱器５０(Heat sink)を設置する。前述放
熱器５０は該放熱基台４０に配置して該放熱フィン片組２０の面上に相対し、且つ前述導
熱管３０の伝導部３０１は該放熱器５０と該放熱基台４０相互に接する箇所に挿入する。
【００２０】
　前述発熱ユニットが熱を発すると、該放熱基台４０は、それぞれ熱を前述放熱器５０と
、伝導部３０１及び前述支持腕４１０の延長端４１１へ伝導する。該伝導部３０１は一部
の熱を該放熱部３０２へ伝導し、次に該放熱部３０２から熱をそこに接続された前述放熱
フィン片組２０へ伝導し、同時に別の一部の熱は該放熱器５０及び該支持腕４１０へそれ
ぞれ伝導する。前述放熱器５０は、熱を外へ排出して即座に放熱する。該支持腕４１０は
熱を該放熱フィン片組２０へ伝導する他に、同時に前述支持腕４１０自身もまた放射方式
によって熱を外へ拡散する。前述延長端４１１は熱を伝導する過程において、熱伝導効率
及び導熱面積を増やして放熱を高める他に、更に大幅に全体の構造強度を高める。
【００２１】
　以上の内容は、本考案の良好な実施例にすぎず、本考案を利用した上述の方法、形状、
構造、装置による変化は、すべて本考案の請求範囲に含まれる。
【図面の簡単な説明】
【００２２】
【図１】公知の放熱モジュール構造である。
【図２】本考案の放熱モジュールを強化する構造の分解指示図である。
【図３】本考案の放熱モジュール構造を強化する組立指示図である。
【図４】本考案の放熱モジュール構造を強化する別の一指示図である
【符号の説明】
【００２３】
　　２０　　　　放熱フィン片組
　２０１　　　　放熱フィン片
　２０２　　　　開孔
　　３０　　　　導熱管
　３０１　　　　伝導部
　３０２　　　　放熱部
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　　４０　　　　放熱基台
　４１０　　　　支持腕
　４１１　　　　延長端
　４２０　　　　凹孔
　　５０　　　　放熱器

【図１】 【図２】
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